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有効 な囲い 又は 遮蔽板 を備 え て い る 場合、に 改め た。

（2）D13 ，9．1−1．

　URF35 ．2．3．2 を 参考 に、燃料油 タ ン ク 内の 燃料油 を引火

点 の 下 10℃ を超 え て 加熱す る 場合の 特別措置 に つ い て、燃

料油 タン ク 空気管 に よりベ ーパ が 冷却 され るべ き温度 を、従

来の
’
引火点 より10℃低い 温度

’
か ら℃0℃（日本籍船は 61℃）

以 ドの 温度
’
に 改 め た。また、空気管開口 部が発火 源か ら 3m

以 上 離れ て い る 場合 に は本規定の 対象か ら外すこ ととした 。

　さら に、上 述 の 通 り
“
10℃低 い 温度

”
を改 め た ため、設

計段階で （1）か ら （4）の 要件 を満足すれ ば 、 従来の （2＞

で 要求 して い た 空 気管へ の 温 度 セ ン サ 及 び警報 の 設 置 は 不

要 と判断 し、こ れ を削除 した 。

（3）D13，9．7−1．

　規 則 の 改正 に 伴う参照個 所の 整 合 を図 っ た。

30．鋼船規則 D 編 に おける改正点の 解 説

　　 （上部舵頭材 の所要径計算関連）

1．は じめ に

　2001 年 7 月 18 日付規則第 39号 （日本籍船舶用）及 び 同

年 4 月 10 口付 Rule　No ，4 （外 国籍船舶用 ）に よ り、鋼船規

則 D 編の 上部舵頭材 の 所要径副算 に係 わ る規定の 　
・
部が改

正 され た。以 下 に その 内容 を解説す る。

2．改正 の 背景

　 上 都舵頭材 の 所要径が 主 操舵装 置 に 対 し 120mm 、補助

操 舵 装 置 に 対 し 230mm を超 え る 場合 に は、当該装置 を動

力駆動 にす る よ うSOLAS 　II−1／29．3．3 及 び 29．4．3 で 規定 さ

れ、さ ら に、上 部舵 頭材 の 径が 230mm を超 え る場合 に は

こ れ らの 動 力装 置 に 対 し代 替 動 力 源 を設 け る よ うSOLAS 　II−

1／29，14で 規定 され て い る 。
こ れ ら につ い て は鋼船規則 D

編 15章 にお い て同 様 に規 定 さ れ て い る。ま た、D 編 22 章

で は 船級符号 に Smooth　PVater　Setwice又 は こ れ に相 当す る

付記 を有す る 船 舶の 補助操舵装置の 省略の 判定 に 上 部舵 頭

材 の 所要 径 を使用 して い る 。

　 こ れ らの 所 要 径 につ い て は C 編 3章 3，5，1 を引用 して い る

が、今回 IACS 　UI　SC153に お い て SOLAS の 条文 解 釈 と し

て、動力駆 動及 び代替動力源 が 要 求 され る か どうか を判定

す る た め に上 部舵頭材 の 所 要径を計算す る に当 た っ て は ト

ル クベ ー
ス で決定 され る よ うに、C 編 3．5．1の 算式 中 の 材料

係数の 値 と して 、高張力鋼を使用する場合 に は 軟鋼 の 降伏

強 さ 235N／Mm2 （材 料係 ／ft　Ks−1＞ を使 用 して 計算す る こ と

が合意 され た。

　今同、同解釈を参考 に して 必要な改正を行 うこ と と した。

3．改正 の 内容

鋼船規則 D 編

15章　操舵装置

15．2　 操舵装置 の 性能及 び配置

15．2．2 種操舵装置 の 能力

　 （2）の 上 部舵頭材の 所要径 に 制限 を設ける カ ッ コ 書 き中

に 高張力鋼 を使用する 場合 に は材料係ift　Ks＝1 と して計算す

る よ う規 定 した。なお、主操 舵 装 置 に の み記 述 を行 っ たが 、

同 カ ッ コ 書 き中 「以 卜
．
、同 じ」 と あ る の で 、所 要径 計 算 に

関 す る 規定 （15，2．3 補助操舵装 置 の 能丿丿及 び 15．2，6代 替動

力源）全 て に 適用 され る 。

22，2．2 船級符号 に Smooth　Water　Serviee又 は こ れ に 相当す

　　　 る付記 を有 す る船舶

　 15，2．2で 行 っ た改正 と同様 で あ る 。

31，鋼船規則 D 編、同検査要領、高速船規則並 びに冷蔵 設備規則及び 同検査要領 に お ける 改正 点の 解説

　　　　　　　　　　　　　　　　 （規制冷媒及び代替冷媒 へ の 対応関連）

1．は じ め に

　2001 年 7 月 18 日 付規 則第 39号、50 号及 び 43U ．
及 び 達

第 41号及び 44 号 （凵木籍船舶用）並び に 2001 年 4 月 10

口付 Rule　No，4、　 No．15及 び No．8 及 び Notice　No ．14 及び

No，17 （外 国籍 船 舶 用 ） に よ り、鋼 船 規 則 D 編 及び 同検 査

要領、高速船規 則 並 び に冷蔵 設 備 規 則及び 同検査 要領の 冷

凍装置に関す る 規走の
一

部が 改正 され た。以 下 に改 正 され

た 規 則及び検査 要領 につ い て 解説す る 。

2．改正の背景

2．1 規制冷媒 と代替冷媒に 関 す る 対応

　旧鋼船規則等 に規定 され て い た 冷媒の うち、CFC （Chloro

Fluoro　Carbon）系 冷 媒 で あ る R12 （CCI
，
F

，）及 び R502

（R22／R115 （48．4／51．2　wt ％ ）CHCIF2 ／CCIF2CF3）に つ い て

は、オ ゾ ン 層破壊係数が 高い こ とか ら、ウ ィ
ー

ン 条約 モ ン
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トリオール 議 定書 に よ り規制 対象 とな り、1996年か らそ の

生 産が 停止 され て い る 。

　ま た、HCFC （Hydro 　Chloro　Fluoro　Carbon ）系冷媒 で

あ る R22 （CHCIF
，
）に つ い て も同様 に、同議 定書 に よ り

1996 年か ら 2020 年に か けて 段階的 に 生 産 を停止す る 削減

ス ケ ジ ュ
ー

ル とな っ て い る 。 こ れ らの 規制 の動向 を踏 ま え、

米国冷 凍空調工 業会、日 本冷凍 空調 T．業 会 を巾心 に規制 冷

媒 に代 わ る HFC （Hydro　Fluoro　Carbon）系代替冷媒 に 関

す る研究が な され て お り、有力代替冷媒の 候補が ま とめ ら

れ て い る。

　今般 、こ れ らの 国内外 の 基 準 を参考に、規 制 冷 媒 と代替

冷媒 へ の 対 応 と して 関 連 規 定 を見 直す こ とと した。

（1＞ ウ イ
ーン 条 約 モ ン トリオール 議 定 書 に よ る オ ゾ ン 層 破

　　壊物 質の 規 制 につ い て

　国際的な協調 の 下 で オ ゾ ン 層保護問 題 に対処 す る こ とを

目的 と して、1985年 に 「オ ゾ ン 層 の 保 護 の た め の ウ ィ
ーン

条約」、1987年 に は 「司条約 に基づ き具 体的規制措 置 を定め

た 「オ ゾ ン 層を破壊す る 物質 に関 す る モ ン トリオ
ー

ル 議定

書 」が 採択 され て い る。そ の 後、オ ゾ ン 層 に 関 す る 化学的

知見の 蓄積 に伴 い 締約国間で 更 な る規制強化 の 必要性が 議

論 され、1990年 （ロ ン ドン 改正 ）、1992 年 （コ ペ ンハ
ー

ゲ

ン改正 ）及 び 1995年 （ウ ィ
ー

ン調整）の 計 3 回に わた り同

議定書 の 改 正 ・調整 が行 わ れ て い る 。 ウ ィ
ーン 条約モ ン ト

リ オー
ル 議定書 に基づ くオゾ ン層破壊物質 の 規制措置の 推

移 を表 1 に、また、1995 年の ウ ィ
ー

ン調整 に よ る 先進国 に

係 わ る HCFC の 議 定書 上 の 規 制 描置 を図 1 に示す 。

（2） フ ル オ ロ カーボ ン 及 び冷媒番号に つ い て

　 フ ル オ ロ カーボ ン （Fluoro　Carbon ）とは、フ ッ 素系化合

物 の 中 の フ ッ 化 ハ ロ ゲ ン 炭 化 水 素 系 化 合 物 を い い 、即 ち、

メ タ ン （CH4）や エ タ ン （C2H6）の 持つ 水素原 子の
一

部 乂

は全部 を フ ッ 素 や 塩素 等 の ハ ロ ゲ ン 元 素 に 置 き換 えた 物 質

を い う。な お、
‘t
フ ロ ン

”
は 日本 独 自の 呼 称 で あ り、また

“
フ レオ ン

”
は米国デ ュ ポ ン 社 の 登 録商 品 名で あ る 。

　冷媒 として 使用 され る フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン は、表 2 に示す

よ うに 3種 類 に 大別 す る こ とが で きる が 、一
般 的 に は R を

付 し R12 （CFC −12 の こ と）、　 R22 （HCFC −22の こ と）の よ

うに 冷媒番 号で 呼ば れ る 。 冷媒番 号は、基本的 に 物質の 分

子 構造 を示す もの で あ り、メ タ ン 系 に あ っ て は R12 や R22

表 t ウィ
ー

ン 条約 モ ン ト リオー
ル 議定書 に 基づ く規制措置の 推移

物　質 物質数
当 初 の 議 定書

　（1987年）

ロ ン ドン 改正

　（1990年）

コ ペ ン ハ
ー

ゲ ン改正

　　 （1992年）

ウ ィ
ー

ン調 整

　（1995年）

CFC 〔rj　 1） 5 1998 〜50 ％ 以 下 2000 〜全 廃 1996 〜全 廃 同左

特 定 ハ ロ ン 〔融 3 1992〜100％ 以 ド 2000 〜全廃 1994 〜全廃 （全廃 済 み ）

そ の 他の CFC 〔渕 10 一 2000 〜全 廃 1996 〜全 廃 同左

四 塩 化炭素 1 一 2000〜全 廃 1996〜全 廃 同左

トリク ロ ロ エ タ ン 1 一 2005〜全廃 1996一全 廃 同左

HCF σ 注 41 34 一 一 2030 〜金廃 2020 〜全廃

HBFC 34 一 一 1996 〜全廃 同左

臭化 メ チ ル 1 一 一
　 　 　　 　　 　1995 〜100％ 以 下 2010 〜全 廃

注 1 ： CFC−11，　CFC−12，　CFC −113，　CFC−114及 び CFC−115
注 2 ：ハ ロ ン 1211，ハ ロ ン 1301及 びハ ロ ン 2402
注 3 ： CFC−13，　CFC−111，

　CFC−112，
　CFC −211

，
　CFC −212

，
　CFC −213，　CFC −214，　CFC −215，　CFC−216 及び CFC−217

注 4 ：HCF （＞22，　HCFC −141b，　HCFC −142b，　HCFC −225等

100％

以 下

基準 ：各国の 1989 年 の HCFC 消費量 ＋ 1989 年の CFC 消費量 × 2．8

65％

以 下 35％

以 下

10％
、

冷凍空 調機器 の 補充用冷

媒に 限 り，基準年 の O．5％

を上 限 と して

2029 年末 迄 生 産 可

1996 2004　　　　　　2010　　　　 2015　　　　 2020

　　図 1 先 進 国 に係 わ る HCFC の 議定書上 の 規制措置

2030
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表 2　冷媒 と して使用 さ れ る フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン の 種類

種 類 冷媒番号　　　　 旨備考

CFC （Chloro　Fluoro　Carbon） R12，　R502 等 オ ゾ ン 層破壊能力が 高い

HCFC （Hydro 　Chloro　Fluoro　Carbon） R22，　R225 等 CFC に 比 べ 1／10〜1／50程 度 の オ ゾ ン 層 破壊能丿」を有す る

HFC （Hydro　Fluoro　Carbon） R134a，　R407C 等 オ ゾ ン 層 を破 壊 しな い

の よ うに 2 桁 の 数 で表 し 、
エ タ ン 系 は 100 番台、プ ロ パ ン

系 は 200 番台、ブ タ ン 系は 300 番台とな る。こ れ を化学式

表示 と合 わ せ て 示 す と以 下 の よ うに な る。

　化学式表示 ： C
。
HbCl

、
Fd

　 　 　 　 　 　 　 2a 十 2＝b 十 c 十 d

　 記 弓
．
表 示 ： R −

○ ○ ○

　　　　　　　　 第 1桁＝a
− 1 （炭素の 原 子数

一1）

　　　　　　　　 第 2 桁＝b ＋ 1 （水素の 原子数 ＋ 1）

　　　　　　　　 第 3 桁＝・　d　　 （フ ッ 素の 原 子 数）

　 メ タ ン 系が 2桁 の 数で 表 され る の は、第 1桁 の 数宇 が 0

と なる た め で ある 。従 っ て 、R22 は化学式 CHCIF ，を示す

こ と になる 。

　 また、複数の 冷媒を混合 して 開 発 され た 混合冷媒の 冷媒

番号 に つ い て は、ASHRAE （米国暖房冷凍空調学会）の

ASHRAE 　34 委員会 に て 定め られ て お り （表 3 参照 ）、また、

国際規格で あ る ISO　817 に お い て も同 じ冷媒番号が 使用 さ

れ て い る 。 混合冷媒の うち、非共沸混合冷媒 に は 400番台、

共 沸 混合冷媒 に は 500 番台の 番号が 用 い られ る、，

　 ま た、600番台 は 有機化合物、700 番台 は無機化合物 と

な っ て い る 。 700番台の 下 2桁は 当該物質の 分子量 で表さ

れ て お り、従 っ て 、ア ン モ ニ ア （NH
，
）は R717 と なる。

（3） オ ゾ ン 層破壊 に つ い て

　表 2 に 示した とお り、CFC 及び HCFC はオ ゾ ン 層 を破壊

す る物質で あ るが 、こ れ は分 子内 に 塩 素原子 を有す る ため

で あ る。（HFC は塩 素原 子 を有 しな い た め、オ ゾ ン 層 を破

壊 しない 。）また、臭 素 原子 を含 む ハ ロ ン も同様 に オ ゾ ン 層

を破壊す る。

　 CFC は、自然 界 中 に放 出 され る と 分 解 されず に対 流 圏 に

滞留 し徐 々 に 成層圏に 到達 し、そ こ で 太陽か らの 強い 紫外

線 に よ り分解 さ れ、塩 素原了
一を放出す る 。 放出され た塩素

原 子 は以 下 の 反 応 式 に よ りオ ゾ ン と連 鎖灼 に 反 応 して オ ゾ

ン を分 解 す る こ と に な る。

　 α　　チ　0　 →　α 0　十 　〇
　 　 　 　 　 3　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2

　 α 0 　
−t−　 0 　 　

．→　 α 　　十 　〇
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2

　 0 　 　十　 〇　 →　 20
　 3　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 2

　な お、HCFC に つ い て は、分子内に 水素原了
・
を有す る た

め、水素原子 と大気中の 水酸基 と の 反応 に よ りその 大部分

は 対流 圏 で 分 解す る が、一
部 は未 分解 の ま ま成 層圏 に 到達

す る こ と に な る 。
こ の た め HCFC は CFC に 比べ 1／10 −−

1／50程度 にオ ゾ ン層 を破壊す る こ と に な る。

　オ ゾ ン層 が破壊 され る と、こ れ まで オ ゾ ン 層 に よ り吸 収

され て い た有害紫外線 が 地表 に多 く到達する こ と に なり、

生態系の 変化等 の 悪影響が生 じる とい わ れ て い る 。

（4）有力代 替 冷媒 の 候 補

　 オ ゾ ン 層 破壊物質で あ る CFC 系冷媒及 び HCFC 系冷媒

に代わ る代替冷媒 の 評価 に つ い て は、国内外 で 種 々 検討さ

れ て きた。国 際 的 な 動 「QJと し て は 、1992年 か ら 1997 年 に

か けて 、米同冷凍空調⊥ 業会の 主 導に よる代替冷媒評価 の

た め の 国際共同研究体 （Alternative　Refrigerants　Evaluation

Program ＞に よ る 研究が実施 され て お り、日本 に お い て も

日本冷凍空調工 業会が こ れに参加 した 。 同研究で は、R22

の 代替冷媒 を 中心 とする 代替品候補 の 評価 を行 っ て お り、

代替冷媒 HFC を使用す る に 当た っ て の技術的な方向t・］けを

行 っ て い る 。 表 4 に同研 究 に お け る 用途別の 有力代替冷媒

候補 を示す 。

表 4 用 途 別 の 有力代替冷媒候補

用途 規市「」冷媒 代替冷媒

遠心式冷凍機 R11 R123，　R245ca
カーエ ア コ ン R12 R134a一一

電気冷蔵庫
R12 R134a，R600a〔イ ソ ブ タ ン ）
R502R22 ，　R134a

パ ッ ケージエ ア コ ン R22
．．．
R407C

ル
ー

ム エ ア コ ン R22 R410A

低温冷凍機 R502R22 ，　R404A ，　R507A

（5）規 制 冷 媒 及 び代 替 冷媒 に 関す る改 正 の 概 要

　以 上 （1）か ら （4）に述 べ た 背景の 下、鋼 船 規 則 等 に規

定 され る冷媒に つ い て以 下 の とお り対処 する こ と とした。

　 ・CFC 系冷 媒 で あ る R12 及 び R502 を削 除 し、関 連 規 定

　　 を改め る。

　
・HCFC 系冷媒で ある R22 に つ い て は、当面使用が許さ

　　 れ る た め、引 き続 き規則中に 残す 。

　
・HFC 系 冷 媒 で あ る 以 下 の 冷媒 を追 加 し、関連 規 定 を

　 　 改 め る。

　 　 　R134a：CH 　FCF
　 　 　 　 　 　 　 2　　　 3

　　　R4G4A ：R125／R143a／R134a （44／52／4　wt ％ ）

　　　　　　 CHF2CF3／CH3CF3／CH2FCF3

　　　R407C ：R32／R125／R134a （23／25／52　wt ％ ）CH2F2 ／

　　　　　　 CHF2CF3 ／CH2FCF3

　　　R410A ：R32／R125 （50／50　wt ％ ）CH
，
F2／CHF

』
CF3

　　　R507A：R125／R143a　（50／50　wt ％＞CHF2CFa／

　 　 　 　 　 　 CH 　CF
　 　 　 　 　 　 　 3　　 1
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表 3ASHRAE 　Standard　34 に よ る冷媒番号 （非共沸混 合冷媒及 び共 沸 混合冷媒）

冷 媒 番号 混合怜 媒の 成 分 混合比 率 安全 性 ク ラ ス
＊ 2

代替対象冷媒

＃ 400R400
CFG12 ／CFC −114

R401AHCFC −22／HF （ン152a／HCFC −124 53／13／34 A1 ／A1

R401B 同上 61／11／28 A1／A1
R401C 同上 33／15／52 A1／A1
R402AHFC −125 ／HC −290／HCFC −22 60／2／38 A1 ／A1

R402B 同上 38／2 ／60 A1 ／A1

R403AHC −290 ／HCFC −22 ／FG218 5 ／75／20 A1／A1
R403B 同上 5 ／56／39 A1 ／A1
R404A ＊ 1HFC 」125／HFC −143a／HF （ン134a 44／52／4 A1 ／A1 R502
R405AHCFC −22／HFC −152a／HCFC −142b／FC −（ン31845 ／7 ／5．5 ／42．5 A1 ／A1

R406AHCF （ン22／HC−600a／HCFC −142b 55／4 ／41 A1 ／A2

R407AHFC −32／HFC −125／HFC −134a 20／40 ／40 A1 ／A1 R502

R407B1 司上 10／70／20 A1 ／A1 R502
R407C 同．．ヒ 23／25／52 A1 ／A1 HCFC22
R407D 同上 15／15／70 A1 ／A1 HCFC22
R408AHFC −125／HF （冫143a／HCFC −22 7 ／46 ／47 A1 ／A1

R409AHCFC −22／HCFC −124／HCFC −142b 60／25／15 A1 ／A1
R409B 同上 65／25／10 A1 ／A1

R410AHFC −32 ／HFC −125 50／50 A1 ／A1 HCFC22

R410B 同上 45／55 A1 ／A1 HCFC22

R411AHC −1270／HCFC −22／HFC −152a 1．5／87．5／11．0 A1 ／A2

R411B 同 上 3／94／3 A1 ／A2
R412AHCFC −22／FG218 ／HFC −142b 75／5／25 A1 ／A2
R413AF （＞218／HFC −134a／HC −600a 9 ／88／3 A1 ／A2

＃ 500R500

CF （＞12／HF （＞152a 73．8 ／26．2 A1

R501 HCFG22 ／CFG12 75／25 A1
R502 HCFC −22 ／CFC −115 48．8 ／51．2 A1

R503 HFC −23／CFC −13 40．1 ／59．9

R504 HFC −32／CFC −115 48．2／51．8
R505 CFC −12／HCF （＞31 78／22

R506 HCFC −31／CFC −114 55．1／44，9

R507AHFC −125 ／HF （＞114 50 ／50 A1 R502

R508AHFC −23／FC−116 39／61 A1
R508B 同上 46／54 A1 ／A1
R509AHCFC −22／FC −218 44 ／56 A1

（備 考 ）
＊ 1 ：　　　 は HFC 系冷媒
＊ 2 ：安全 性 ク ラ ス に つ い て は以 下の とお り。

毒　性 燃焼性判定基準
燃焼 性

低毒性 高毒性 ASTM 　E 　681−85

強燃 性
A3 B3

燃 焼 下 限 ≦ 0．10瞭 規
3

燃焼熱 ≧ 19，000 甥々  　　at　lO1 虍」勉

弱燃性
A2

．一．．．

　 B2
燃焼下 限＞ 0，10  ∠規

3

燃焼熱 く 19，00  瞬 g　 at　101 ゑ1％

不燃性
A1 B1 燃焼下限な し　　　　　 at　101 勘々

許容濃度 ppm
TLV −TWA

＞ 400 ≦ 400

　　　　　　　．．．一． ．．． ．一 ．．．一．．一一．

なお、表 3 中、A1／A1 の よ うに 2 種類記され て い る もの に つ い て は下 記 を意味する 。

　前者 ：組成 誤差 を含 む標準組成 に対 す る安 全 性 評 価

　後者 ：冷 凍 機 器 運 転 の worst 　case に お い て 変 化 した冷 媒 組 成 に対 す る安全 性 評 価
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135 2002年度 版 鋼 船 規 則 及 び 同検 査 要 領 等 にお け る改 正 点 の 解 説

　なお、HFC 系代替冷媒 の 特性等につ い て は、末尾 の 付録

1 を参照 され た い 。

2．2 冷 媒 の 設 計 圧 力 に 関 す る対応

　 旧鋼 船 規 則 等 に お け る 冷媒設 備 の 設 計 圧 力 は、低 圧 側 で

40℃、高圧側 で 50℃にお ける冷媒の 飽和蒸気圧 力として規

定 さ れ て い た。設 計圧 力 は 、圧 力容 器 及 び 配 管の 肉厚、使

用材料及び 各部の 構造並 び に 完成後 の 耐圧 ・気密試験圧 力

の 決定に 際 して 基準 となる 。 今回、代替冷媒を新規 に 追加

し た こ とに 伴い 、設計圧 力値 に つ い て も見直す こ とと した 。

（1）設計圧 力の 考 え方

　冷蔵設備規則 1，2 （5） に 規定 され て い る とお り、
“
設計圧

力 とは製造者が 計画 し た最高圧 力
”

で あり、冷凍装置 の 通

常 の 運 転 状 態 又 は停 止 状 態 に お い て 、冷媒設 備 に 生 じる 最

高 圧 力 （＝考え得 る常用 の 使用 状 態 に お い て 生 じる圧 力 の

うち最 高値）の こ とで あ る。

　 また、蒸 気 圧 縮式 冷凍 サ イクル の 基本 的 な模 式 図 は図 2 の

とお りであ り、高圧 側 及 び低圧 側 に分 けて 考え る必 要 が あ る。

凝雫白器 　〔candenyer ）

　 　 　 　 　 　 　 　 蒸発著酷〔巳v巳PDr巳tOr｝

図 2 蒸気圧 縮式冷凍 サ イ クル の 基本的 な模式 図

　高圧 側に つ い て は、冷媒 ガ ス の 凝縮温度 に 対応す る 飽和

蒸気圧 力 を考え る 。 この 圧 力は、冷媒ガ ス の 種類、冷却水

（冷却空気） の 温 度 と流 量、凝縮 器 の 冷却表面 積、冷 凍負

荷等の 諸要 素に 支配 され る。

　低圧 側 に つ い て は 、冷媒ガ ス の 蒸発温度 に対応す る飽和

蒸気圧 力 を考え る 。 こ の 圧 力は、冷媒ガ ス の 種類、被冷却

物 の 種 類、そ の 温 度 と流量 、蒸発 器 の 冷却表面 積、冷凍負

荷 等の 諸 要 素に 支 配 され る 。しか し、低圧 側 の 場合、冷凍

装置の 停止中、周囲 温度 の 影響 の た め 蒸発 器部分 の 温度 上

昇 に よ る 圧 力 の 上 昇 が ある こ と か ら、考 え得 る最 も高 い 周

囲温度 に お ける 圧力 を考慮す る必 要 が ある。

　 なお、主 に 陸上 用 を想定した冷凍保安規則関係基準で は、

高圧 側及び 低圧側 の 設 計圧 力に つ い て 以 下 の よ うに 規 定 さ

れ て い る。

　 ・高圧 側 の 設 計圧 力

　　　次の うち最 も高 い 圧 力以 上 の 圧 力 とす る。

　　　　（i）　 通 常 の 運転状態中 に 予 想 され る 当 該 冷 媒 ガ ス

　　　　　　 の 最高使用圧力

　　　　（ii） 停 IL中に 予想 され る 最高温度 に よ り生 じる 当

　　　　　　 該冷媒 ガ ス の 圧 力

　　　　〔iii）当該冷媒 ガス の 43 ℃ の 飽和圧力 〔非共沸混

　　　　　　 合冷媒 ガ ス に あ っ て は、43 ℃ の 気液平衡状

　　　　　　 態 の 液圧 力 ）

　な お 、
一

般 的 に は 、 凝 縮 温 度 （Tc）を次 の よ うに 想定

し、そ れぞ れ 基 準凝 縮 温 度 にお け る飽和蒸 気圧 力を考える

もの とされ て い る。

　　　水冷　　　　 ：Tc ≡43℃ （クーリ ン グ タ ワ使用 ）

　　　水冷　　　　：Tc＝43℃〜　50℃→ 50℃（節水型）

　　　空冷　　　　 ：Tc ≡55℃〜　60 ℃ → 60℃

　 　 　 ヒ
ー

トポ ン プ ：Tc ＝55℃〜　60 ℃ 一・60℃

　　　車両積載　　 ：Tc ≡60℃〜　65 ℃→ 65℃

　
・
低圧 側 の 設 計圧 力

　　　次 の うち最 も高い 圧 力以 上 の 圧 力 とする。

　　　　（i）　通常の 運転状態中に予想 され る 当該冷媒 ガ ス

　　　　　　 の 最 高使用 圧 力

　　　　 〔ii） 停止 中に 予想 され る 最高温度に よ り生 じる 当

　　　　　　 該冷媒 ガス の 圧 力

　　　　（iii）当 該冷媒ガ ス の 38 ℃ の 飽 和 圧 力 （非共沸混

　 　 　 　 　 　 合 冷 媒 ガ ス に あ っ て は、38 ℃ の 気 液 平 衡 状

　　　　　　 態 の 液 圧 力）

　 なお、一
般 的 に は、真 夏 の 停止 中 の 平衡圧 力 を想 定 し、

そ の 温 度 は、33℃ （周 囲 温 度 ）＋ 5 ℃ （夏 の 気温 上 昇分）＝

38℃ にお け る飽 和蒸気圧 力 を考える もの と され て い る 。

（2）旧 NK 規則 及 び他船級協会規則 にお け る 設計圧 力 につ

　 　 い て

　 旧 NK 規 則 にお い て 、各冷媒の 設 E’1圧 力 の 値 につ い て は、

1979年か ら高圧側 で 50 ℃、低圧側 で 40℃ を想定 した 各冷

媒 の 飽和蒸気圧 力 と し て い た。

　 「日NK 規則及 び 2000年 における 他船級協会規則 に よ る冷

凍装置の 設計崖 力値 を表 5 に 示す

　（a）低圧 側 の 設計圧 力

　前述 した とお り、低圧 側 の 設計 圧 力の 値 は、冷媒設備 の

停 止 中 （停 止 中 にお け る温度 上 昇 に よ る周囲温度 まで至 る

平衡温度） に想定 され る周囲温度 の 最 高値 にお け る各冷媒

の 飽和蒸気圧 力 と な る。船舶 の 閉 囲 区 画 内 に お い て 想 定 す

る周囲温度 は、IACS 　UR 　M40 （機関）及 び UR 　E13 （電気

設 備 ） に お い て 0 ℃〜45 ℃ と定 め られ て い る こ とか ら、

LRS ，　ABS 及 び DNV と同様 に （LR は低圧 側 で 46 ℃ を想定

して い る。）45 ℃ を想定温 度 とす る 。

　（b）高圧 側 の 設計圧 力

　 前述 した とお り、高圧 側 の 設 計 圧 力 の 値 は、凝 縮器 に お

ける 冷媒の 凝縮 温 度 に対 す る飽和 蒸気圧 力 と な る。想 定 す

る 凝縮温度 は、冷凍 シ ス テ ム の 設計等の 諸要素 （特 に冷却

方式 ） に 支 配 さ れ る た め 、一
律 に 規 定す る こ と は 難 しい 。

LRS の 規 則 は、以 下 の とお りで あ り、各圧 力は 46 ℃ に お け

る もの と して い る。

　
・Pdh − 1，11Pb ，　 Pb ≡1．11Pa　で 、

　 　 　 こ こ で、Pdh ：高 圧 側 の 設 計 圧 力

　　　　　　　Pb　：コ ン プレ ッ サ の 許容最高圧 力

　　　　　　　 Pa　：コ ン デ ン サ の 使用 圧 力

　即 ち、46℃ に お け る 冷媒 の 飽和蒸気圧 力 （＝低 圧側 にお
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表 5 旧 NK 規則及び他船級協会規則 に よる冷凍装置 の 設計圧 力 （単位 MPa ）

旧 NK ABS （2000） LRS （2000） DNV （2000）
冷媒

低圧側　 高圧側
　 　 　 　 　 　 「

高／低 低圧側 高圧側 高／低 低圧側 、高圧側 高／低 低圧側 高圧側 ，高
．
／低

想定温度 40℃ 50℃ 比 45℃ 55℃ 比 46℃ ＊ 1
比 45 ℃ ＊ 255 ℃ ＊ 2

比

R12 0．91 ，151 ．278 　 一 一 一 一 一 一 一 一

R22 1．5 1．91 ．2671 ．712 ．051 ．1991 ，672 ，061 ．2341 ．5 2．21 ．467

R502 1．6 2．01 ．250 一 一 一 一 一 一 一 一 一

R717 1．5 2．01 ，3331 ．792 ．241 ．2511 ．722 ．121 ．2331 ．5 2．21 ，467
R134a 一 一 一 1．051 ．371 ．3051 ．091 ，341 ．2291 ，1 1．41 ．273

R404A 一 一 一 1982 ．51 ，2632 ．032 ，501 ，232   一 一

R407A 一 一 一 1．982 ．521 ．273 一 ｝ 一 一 一 一

R407B 一 一 一 2．09　 　 2，651 ．268 一 一 一 一 一 一

R407C 一 一 一 1．88　 　 2．391 ．2711 ．902 ．351 ．237 一 一 一
　　　r了

R410A 一 一 一 2．59　 　　 3．281 ．266 一 一 一 一 一 一

R410B 一 一 一 2・51」 3．251 ．2652 ．683 ．301 ，231 一 一 一

R507 一 一 一 1．gg　 i　 2，541 ．276 一 一 一 一 一 一

（備考）
＊ 1 ：LRS規則 に お け る 高圧 側 の 基 準 は、46℃ にお け る飽 和 蒸 気圧 力 （低圧 側 の 値） に 1，11× 1，11＝1，231を乗 じ

　　 た 値 とする よ う規定 し て い る 。
＊ 2 ：DNV 規定にお い て は、規 定 に掲げ る冷媒以外 の 冷媒を使用す る場合の 設計圧力は、高圧側 で 55℃、低圧側 で

　　 45 ℃ とす る よ う規 定 され て い る 。

け る 設計圧 力） に 1．11 × 1．11 ＝1．2321 を乗 じた値 とす る

よ う規定 して い る 。

　なお、熱量及び仕事量 に 関 して 以 下の よ うな関係が あ り、

蒸発器 と凝縮器 に お ける 熱量 の 比 （蒸発 器 に よっ て 吸収 す

る熱 量 （＝冷 凍 効 果 ） と凝 縮 器 にお い て 冷 却 され る 熱 量 の

比 ）は、一
般 的 に は 1 ：1．25で 設計 す る もの され て い る。

　凝 縮 器 に おい て 冷却 され る熱量（高圧側）＝

　蒸 発 器 に よ っ て 吸 収す る熱量 （低圧 側〉＋ 圧 縮機の 仕事量

つ まり、通 常の 運転状況下 で は、高圧側 に お い て は、低圧

側 よ り、圧縮機の 仕事量分 だ け高圧 ・
高温 に な る わ け で、

一
般的 に は その 熱量比を 1 ：1．25 で 設計す る とい うこ とで あ

り、表 5 に おい て も、高圧 側及 び低圧 側 の 設計圧 力の 比 は、

約 1．2 〜1，5 の 値 とな っ て い る 。

（3＞設計 圧 力 に 関す る 改 正 の 概 要

　以 上 （1）及び （2）に 述べ た背景 の 下 、 鋼 船規 則 等 に規 定 さ

れ る設 計 圧 力 につ い て 以 下 の よ うに対処 す る こ とと した 。

　 ・低圧 側 の 設 計圧力は、45 ℃ （想定す る 周囲最高温 度）

　　 を基 準 と し た 各冷媒 の 飽和蒸気圧 力 とす る 。

　 ・高圧側の 設計圧力は、一
般 に 広く認め られ て お り、か

　　つ 、従来か らの 手法で もあ る低圧側 の 設 計圧 力 に対 す

　　 る 圧 力比 を考慮 し、こ れ を温 度 に換 算 して 低 圧側 の 基

　　準温度 ＋ 10 ℃ とす る とい う実践的手法 を 踏襲 して 、

　　55 ℃ を基 準 と した各冷媒 の 飽 和 蒸 気 圧 力 とする。

　　上 記 に 係 わ らず、舶 用 冷 凍 装 貴 の 冷 媒 と して 現 在 まで

　　 il流 で あ る R22 に つ い て は 、その 実績 を考慮 し、従来

　　 の 設 計圧 力の 値を採用する 。

3．改正 の 内容

3．1 鋼船規則 D 編 17章及 び同検査要領 D17

（1）鋼船規則 D 編 17 章

　 旧鋼船規 則 D 編 17 章の 表題 「冷蔵装 置」 を 「冷凍装置

及 び雰囲気制御設備」 に 改め た 。
こ れ は、「冷蔵装置」 の よ

うな 定義の 曖昧な造語 を廃 し、章 の 適用 を受ける もの を正

確 に 示 す た めで あ る。

17．1　般

17．1．1 適用

　一1．に お い て 、r口規則 に規定 されて い た R12 及 び R502 を

削 除 し、R134a，　R404A 　R407C ，　R410A 及 び R507A を新 た に

追加する とともに、本章の 適用範囲を明確化 した 。

17．2 冷凍装置の 設計

17．2．1　一舟殳

　表 D17 ．1 に、−1．で 規定 され る 各冷媒の 設計圧 力 の 値 を定

め た。R22 につ い て は従 来 の 設 計圧 力の 値を採用 して お り、

そ れ 以 外 の 冷 媒 につ い て は 、低圧側 で 45 ℃ 、高圧 側 で

55 ℃ を基準 と した 冷媒 の 飽和蒸気圧 力 と して 、冷凍保安 規

則 関 係基準等を参考 に その 値 を定め た 。 参考 と して 表 6 に

関 連 団 体及 び冷媒 メ
ー

カ の 各冷媒の 飽 和蒸気圧 力 を示す。

　（2）に お い て 、表 D17 ．1 に掲げる冷媒 に使用 す る管 は、3

類管 に 分類する 旨規定 した 。 鋼船規則 D 編 表 D12，1に各流

体 に 使用 す る 管 の 分 類 が 規 定 され て い る が、冷媒管に つ い

て は規 定 されて お らず、IACS　UR 　P2 に お い て も［司様 に 冷媒

管 は 適 用 対 象外 と な っ て い る 。従 っ て 、鋼船規則 D 編

12，1．32 における 「表 D12 ，1 に規定 され て い な い 流体 に使用

す る 管の 分類 に つ い て は、そ の 流体 の 性 状 及び使用 条件に

一 68 一

N 工工
一Eleotronio 　Library 　



NIPPON KAIJI KYOKAI (ClassNK)

NII-Electronic Library Service

N 工PPON 　KA 工J 工　KYOKA 工　（ClassNK ｝

137 2002年度版鋼船規 則及び 同検査 妛領等 に おける改 1E 点の 解説

よっ て 、そ の 都度定 め る とこ ろ に よ る 1との 規 定 に 基 づ き、

冷媒管 の 分類 に つ い て そ の 性状及び 使用条件 を考慮 して 定

め た もの で ある。従来か らの R22 並 び に 旧規則で 規 走 され

て い た R12 及 び R502 で も 3類 管 に 分 類 され て い た が、新

規 に 追加 した冷媒 に つ い て も同様の フ ル オ ロ カーボ ン 系冷

媒で あ る こ と、設計 圧 力 の 値 は若干 高 い 値 とな る もの もあ

る が、実 際 に 使 川 す る際 の working 　presg．　ure は 設 計 圧 力 値

の
L
卜分 程 度 の 値 で あ る こ と等 を考

．
慮 した こ とに よる。なお、

1玉LL交通 省 の 規定 に お い て も同様 に 冷媒管 は 2 類管 （NK

の 3類 管相 当）に分 類 され て い る。

　 旧 規則 17．2，1 （3）で は 、規則 に掲げる 冷媒以外 の 冷媒 を

使用 す る場 合の 管の 分類に つ い て 規定 され て い たが 、こ の

よ うな規 則 に 掲げ る 冷媒以外 の 冷媒 を使用する 冷凍装置 に

つ い て は、管の 分 類 だ けで は な く、そ の 他全て に つ い て

17．1．1−1の 規定 に よる こ とに な るた め、（3） を削除 した 。

17．2．3　イオ半斗

　一1，を 「冷凍装置 に用 い る材料 は、冷媒の 種類、設計圧 力 、

最低使用温度 な どの 条件 に 応 じて 適 当 な もの と しな け れ ば

な らな い 。」 と改 め た。旧規 則 で は こ の 主 文 の 後 、「主 要 な

部分 に 用 い られ る材料は そ れ ぞ れ K 編 の 規定 に 適 合す る も

の 又 は これ ら と1司等以 上 の もの で な け れ ばな らない 。」 と規

定され て い たが こ れ を削除 したもの で あ る。冷凍装置の 主

要 な部分 と は 、管 装 置 及 び 圧 力 容 器 が 該 当す る こ と に な る

が、こ れ に代えて一2．及 び一3．を新 た に 規定 して 管及 び圧力容

器 の 分類 と使用材料 との 関係 の 明確化 を 図っ た。なお、こ

れ に 伴い 、旧規則 の一2．及 び 3．をそ れ ぞ れ一4．及び一5．に 改め た。

　 −2．で は、一一・
次冷媒管、弁お よび 管取付け物 に 使用す る材

料 に つ い て、17，2．1（2）の 規定 に よ る管の 分類 に 応 じ、規 則

D 編 12．1．4 か ら 12．1，6 の 規 定 に よらな けれ ば な らない 旨規 定

した。

　−3．で は、圧 力容器 に使用す る材料つ い て 10．1．3 の 規定に

よ る圧 力容 器 の 分 類 に応 じ、使用材料 は 10．2 の 規定 に よ ら

な けれ ば な らない 旨規 定 した。

　表 D17．2 に お い て 、「ノ∬SG5501 の 1 〜3種」、「JISG
5501 の 4 〜6 種」及 び FJIS　G　5702，　G5703 ，　C5704 」 をそ れ

ぞ れ 「規格最低引張強さ が 200N ／Mm2 以 下 の ね ずみ 鋳 鉄

品」、「それ以 外の ねずみ 鋳鉄品」及 び 「可 鍛鋳鉄品」 に改

め た 。 ∬SG5501 は ねずみ 鋳鉄品、∬SG5502 は球状 黒鉛

鋳鉄品、JIS　G 　5705は可 鍛 鋳鉄 品 に 関す る規 格で ある。

17，2．4 圧力逃 し装置

　一2，に お い て 、旧 規則中の 「こ の 場 合、本 会 が 指 定 す る ガ

ス に あ っ て は大気 に 放 出 して は な らな い 」を削除 した。本

会が 指定する ガス と は旧 鋼船窺 則検査 要 領 D17．2．4 に お い

て R12 と な っ て い た が、今回 の改正 に よ りR12が 削除さ れ

た た め、当該規 定 も削除 したもの で ある。

（2）鋼船規則検査要領 D 編 D17

　 D17 の 表題 を規 則 に合わ せ 、「冷凍装置及 び 雰囲気制御

設 備」 に改 め た。

D17 ．1 一
般

D17．1．1 適 用

　一2．に おい て 、規則 17．1，1−1．の 改正 に 合 わせ 、規制冷媒 の

削 除及 び代替冷媒の 追 加 に 関 して 必 要 な改 正 を行 っ た。

　 −5，に お い て 、ア ン モ ニ ア 冷凍装置の 設計圧 力 を高圧側 で

2．3MPa 、低 圧側 で 1．8　MPa に改 め た。こ れ は、規 則 17．2．1

表 D17 ．1の 部 分 で 述 べ た とお り、高圧 側 で 55 ℃、低 圧 側 で

45 ℃ の ア ン モ ニ ア の 飽 和蒸気圧 力 と した た め で あ る。

　 また、規 則 17．2．4−2．の 改正 に｛半い 、旧 鋼船規則検査要領

D17，2 の 規 定 を削 除 した。

表 6 関連団体及び 冷媒 メ
ーカ の 各冷媒の 飽和蒸気圧 力値 （単位 MPa ）

冷凍保安規則関 係基 準
＊ ⊥

日本冷凍空調学会
鞄

　
I

　　　　 A 杜 紹 B 社
＊ 3

冷　 媒
45℃ 55 ℃ 45 ℃ 55℃ 45℃ 55 ℃ 45℃ 55℃

R22 一 2．2 L74 2．18 1．73 2．18 1．73 ＊ 5 2，18 ＊ 6

R717 一 2．3 1．78 2．31 一 一 一 一

R134a 一 1．39 1．09 ＊ 4 1．39 ＊ 6 1．09 ＊ 4 1，39 ＊ 5 1．06 ＊ 5 1．39＊ 6

R404A 一 2．49 1．96＊ 5 2．48＊ 7 2．48＊7 L95＊5 2．49 ＊ 6

R407C 一 2．38 1，87＊5 2．38＊7

1，95＊51

．88＊ 5 2．39＊ 7 1，87 ＊ 5 2．38 ＊ 6

R410A 一 3．33 263＊5 3．33＊7 2．64 ＊ 5 3．34 ＊ 7i2 ．63 ＊ 5 3．33 ＊ 6

R507C 　 2．53 2．02 ＊ 5 2．57 ＊ 7 一 一　　　　　2，01 ＊ 5 2．54 ＊ 6

（備考）
＊ 1 ：冷凍保安規則 関 係基準欄の R22 及 び R717 以 外 につ い て は 、高圧 ガ ス 保安協会、日本冷凍協会 （現、目本冷凍

　 　 空 調 学 会 ）、日本 フ ル オ ロ カ ーボ ン 協 会及 び 日本 冷 凍 空 調 丁 業 会 にお い て 1996 年 に 統
一

した 業界 標 準 値 。
＊ 2 ： 日本冷凍空調学会の 値 に つ い て は、同学会発行 の 「HFC 系純粋冷媒及び 混合冷媒 の 熱力学性質」か らの 引 用。
ね ：A 社及 び B 社 の 値 （H本冷凍空調 学会 の 値 も同様）は 実験 デ

ー
タ に よ る 絶対圧 をゲージ 圧 に 変換 した もの 。

　　 ゲ
ー

ジ圧 （MPa ）＝絶 対 圧 （MPa ＞
− 0．1013

＊ 4 ：44．85℃ 及び 45．85℃ の 値か ら平均 して 算出 した 45℃ の 値、，
＊ 5 ： 44 ℃ 及び 46 ℃ の 値 か ら平均 して 算出した 45℃ の 値 。

＊ 6 ： 54．85℃ 及び 55．85℃ の 値か ら 平均 して 算出 した 55 ℃ の 値。
＊ 7 ：54℃ 及び 56 ℃ の 値 か ら平均 して 算出 した 55℃ の 値。
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3．2 高 速 船 規 則 9 編 11 章

11．1 一
般

11⊥ 1 適 用

　規制冷媒の 削除 及 び代替冷媒の 追加に 伴 い 、主文 を鋼 船

規則 D 編 17章 17．1，1−1．に合 わせ 改め た 。

3．3 冷蔵設備規則及 び 同 検査要領

（1）冷蔵設備規則

1章 通則

1ユ ー
般

1，1．1 適用

　一2．に おい て 、規制冷媒の 削除及 び代替冷媒の 追加 と共 に、

適 用 範囲 の 明確化 を 図 る よ う必 要 な改 正 を行っ た 。

1．2 定義

　（5）を 「「設 計 圧 力 」とは、製 造 者が計画 した最高圧力 を い

い 、少 な くと も表1．1 の 値 と しな け れ ば な らな い 。」と改 め

た。旧 規 則 で は こ の 主 文 の 後 、「1．1．1−2．に掲 げ る冷 媒以 外 の

設計圧力の 下限値は 、 そ の都度定め るが 、 高圧 側で は 50℃ 、

低圧側 で は 40℃にお ける 冷媒 の 飽和蒸気 圧 未満 の 圧 力 とし

な い こ と。」と規 定 さ れ て い た が 、こ れ を 削 除 し た もの で あ

る 。 こ れ は、1，1．1−2．に 掲げる 冷媒 以外 の 冷媒を使用す る 冷

凍装置 に つ い て は、設計圧 力 だ けで は な く、そ の 他全 て に

つ い て 1，1．1−2．の 規定 に よ る こ とと したた め で あ る 。

　表 1．1 を鋼船規則 D 編及 び同検査要領の 改正 と 同様 に 改

め た 。

2章 検査

2．3 登 録 を維持 す るた め の 検査

2．3．1 定期検査

　（16）（e ） に おい て 、新た に追加 した フ ル オ ロ カ
ーボ ン 系

冷媒 に つ い て も、従来の フ ル オ ロ カ
ーボ ン系冷媒 （R22 並

び に 旧規則 に 規定 され て い た R12 及び R502 ） と同様 に レ

シーバ の 圧 力試験 の 省略 を認め る こ と と した 。
こ れ は、フ

ル オ ロ カ
ー

ボ ン と して の 金 属 に対 す る腐 食 度 等 の 性 状 （付

録 1 参照）が、新 た に追 加 した もの と 従 来 の もの と で 殆 ど

変 わ りが な い こ とに よ る。

　 フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン は 水分 が な けれ ば 金属 に対す る腐食性

は 殆 どない が 、水分 が 混 人 す る と加水分解 し て 酸が で き、

油 を劣化 して ス ラ ッ ジ を生 じる こ と に な る 。 こ の た め、水

分対策 と して 規則 3．2．6 に お い て 乾燥器の 設置が 要求 され て

い る。た だ し、例 外 的 に マ グ ネ シ ウム 及 び ア ル ミ ニ ウム 合

金 （2％ 以 上 の マ グ ネ シ ウム を含 む ア ル ミニ ウ ム 合金） に

対 して は、フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン 系冷媒 中 に わ ず か の 水分 が

あ っ て も腐 食 を起 こ す こ と に な る た め 、規則 3．1．3−2．にお い

て こ の よ うな材料 は 使用 して は な らない 旨規定 して い る、，

　また、（16）（f）も （e ） と同 じ く、新 た に 追加 した フ ル

オ ロ カ
ーボ ン 系冷媒 に つ い て 、従来の フ ル オ ロ カ

ーボ ン 系

冷媒 と 同様の 規定 と した 。 た だ し、旧 規 則で は 、ア ン モ ニ

ア につ い て も圧 力試験 の 省略が で きる記 載 にな っ て い たが 、

toxic　media と して 使用 され る 圧力容器 は 第
一

種圧ノJ容器 に

分類 さ れ 、更 に フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン と 異な り腐 食性 も高 く応

力腐食割れ 等 に つ い て も注意が 必要で あ る こ とか ら、鋼船

規 則 B 編 5 章に お い て も定期検査 時 に 圧 力試験等が 要求 さ

れ て お り、実際 には 圧 力試験の 省略は認 め られ な か っ た こ

とか ら、当該 規 定 にお い て ア ン モ ニ ア に つ い て は 圧 力試験

の 省 略 が 認 め られ ない よ うに改 め た。

3 章 冷凍装 置

3．1　 ・
般

3．1．1 一
般 要 件

　一4．に お い て 、フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン 系冷媒に使用 す る管 の 分

類 を鋼船規則 D 編 12．1．3 に定 め る 3類管 に分類す る よ う規

定 した 。 こ れ は、鋼船規則 D 編 17章の 改正 と 同様 で あ り、

理 由等 に つ い て は鋼 船 規則 D 編 の 改 ［F．部分 を参照 さ れ たい
。

　−5，に お い て 、フ ル オ ロ カーボ ン系冷媒 を使用す る 圧 力容

器 の 分類 は、規 則 1，2 （5）に 規定 さ れ る 各冷媒 の 設計圧 力

に応 じて 、鋼 船 規 則 D 編 10，1．3 の 規 定 に よ る 旨規定 した 。

こ れ も、 鋼船規則 D 編 17章の 改正 と 同様で あり、理由等

につ い て は鋼船規 則 D 編 の 改 正 部 分 を参照 され た い 。

　 −6．は 、旧規 則一5．と 同 じ規 定 で あ る。

3⊥ 3 材 料 及 び溶 接

　一1．の 一・
部 を改 め、−2，及び一3．を新た に 追加 した、、こ れ は 、

鋼船焼 則 D 編 17．2．3 の 改TFと同様 で あ り、理 由等 に つ い て

は鋼船規則 D 編 の 改正 部分 を参照 され た い
。

　4．か ら一7．は、そ れぞ れ 旧規則一2．か ら一5．と同 じ規定で あ る 。

　表 3．1 にお い て、「）IS　G　5501 の 1 −一　3種」、「llS　G 　5501 の 4

〜6種」及 び ［JIS　G　5702，　G5703，　G5704」をそ れ ぞ れ 「規格最

低引張強 さが 200N／mm2 以 下 の ねず み 鋳 鉄 品 i、「そ れ 以

外 の ねず み 鋳鉄品」及 び 「司鍛 鋳鉄品」に 改め た。こ れ も鋼

船規則 D 編 17章表 D17 ．2 と同様 の 内容 の 改正 で ある。

3．2．3 冷媒用圧 力容器

　旧 規則 と内容的 に は 同 じで あ るが、参照 す る銅 船 規 則 D

編 の 項 番 号 等 を明確 に した 、

3．2．6　乾・
燥 器

　規制冷媒 の 削除及 び代替冷媒の 追加以 外は 、旧 規則 と同

様の 規定で あ る。フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン 系冷媒 に つ い て は 、加

水分解 に よ る 油の 劣化等、水分対策が 必要で ある と考え ら

れ る こ とか ら、新規 に 追加 した 冷媒 に つ い て も同様 に 乾燥

器の 設 置 を要 求 した。

3．2，9　管 装 胃

　旧 規 則 と内容的 に は 同 じで あ るが、参照 す る鋼船規 則 D

編の 項番号等を明確 に した 。

3．2．10 圧力逃 し装置

　一1．に お い て、旧規則中の 「た だ し、本会が 指定する 冷媒

に あっ て は冷媒系の 低圧 側 に導か な けれ ば な らない
。」 を削

除 した。本 会 が 指定す る 冷媒 とは 旧検査 要領 3．2．10 に お い

て R12 と な っ て い た が、今 1凵iの 改 正 に よ り R12 が 削 除 され

た た め 、当該規 定 も削除 した もの で ある。
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（2）冷蔵設備規則検 査 要領

1章 通則

1．1 一
般

LLI 適 用

　一1．に お い て 、使用 して は な らな い 冷媒 を 〔1）か ら （5）

と して 規定した 。 （1）は 旧検査要領 と同 じ規定で ある 。 （2）

か ら （4）につ い て は、過 去 に冷 媒 と して 使用 実 績 の あ る も

の を示 した もの で 、表 1 に示 した ウ ィ
ーン 条約 モ ン トリ

オ
ー

ル 議定書 に よ り、既 に生産が停止 され て い る規 制対 象

物質で ある 。また 、（5）は 同 条約 に よ る そ の 他 の 規 制 冷媒

及 び冷媒 と して 適当で ない もの を対象 とす る もの で ある。

3 章 冷凍装置

3．1 一
般

3．1．3 材料及び溶接

　 旧検査要領中の一2．を削除 した 。 1992 年 6 月 23 日付け冷

蔵設 備 規 則 の
一

部改正 前に お い て 、フ ル オ ロ カ
ーボ ン 系冷

媒 の 管の 分類 は 2類管 と され て い た もの の 使用材料 に つ い

て は、K 編 の 規定 に 適合 する もの 又 は こ れ と同等以 上 の も

の で なけれ ば なら ない 旨規定 され て い た。こ の 両者の 規定

の 下、鋼船規則検査要領 D 編 D1 ．1，4 （7）の 規 定 に 整合す

る よ う旧検査要領一2．に お い て 、100A 以 ヒの 管、弁及 び管取

付け物 は K 編の 規定 に 適合 した材料 とする よ う定め られ て

い た。1992 年 6 月 23 日付 け 冷蔵設備規 則 の
・
部改 正 に よ

りフ ル オ ロ カーボ ン 系冷媒 の 管 の 分類 は 3 類管 とな っ て お

り、ま た、今回の 改正 に よ り管の 分類 と使用材料 に つ い て

規 則 3．1．3−2．に て 明 確化 して い る こ とか ら、鋼 船 規則 D 編 の

関連規 定 との 整 合 を図 っ た もの で あ る 。

　 また 、規 則 3．2．10 の 改正 に 伴い 、旧 検査要 領 3．2．10を削

除 し た。

付録 1HFC 系代替冷媒 の 特性等

（1）一
般的特性

　 付表 1 に HFC 系代替冷媒の
一般 的 な特性 を示 す。

（2）金 属 に対す る影響

　 HFC は、大気中で 分解 しや すく比 較的短寿命で あ る が、

大 気 の 影響 を受 け ない 密 閉 系におい て は極 め て 安 定で あ る。

付表 2 に金属共存下 の 175℃ × 14 日問の 条件に お け る フ ル

オ ロ カ
ー

ボ ン の 熱安定性 及 び金属 に 対 す る影響を示 す。冷凍

空調 機 器 を構成す る
一

般 材料 （SS−400，　Cu，　A1）へ の 影響 が

認め られず、また 酸の 発生も認め られ ない 結果 となっ て い る。

（3）潤滑油 との 相溶性

　冷凍機油は 圧縮機の 摺動部に 供 さ れ る 潤滑油で あり潤滑

油 と して の 要求特性 に加え、冷媒 との 共存環境 下、冷媒 に

対す る 安定性も要求され る 。 圧縮機内で 冷凍機油 と冷媒が

分離 し た場合、潤滑不 良等 を引 き起 こ す 恐 れ が あ る た め 、

基本的 に 冷凍機油 は液冷媒 との 相溶性が 要求 され る 。 従来

の CFC 及 び HCFC 系冷媒 に あ っ て は、冷凍機油 と して 鉱

汕又 は アル キ ル ベ ン ゼ ン が使用 され て い たが、HFC 系冷媒

は こ れ ら の 冷凍機油 と 相 溶 しな い た め 、POE （ポ リ オール

エ ス テ ル ）、PVE （ポ リビニ ル エ
ー

テル ）等 の 合成油の 使用

が 検討 され て い る 。付表 3 に HFC 系冷媒 に対する 各種冷凍

機油 の 特性の 概略 を示 す。

（4）エ ラス トマ
ー

に対する 影響

　 シ
ー

ル 材 と して 使用され る合成 ゴ ム 等の エ ラス トマ
ー

に

対す る 冷媒及 び潤滑油の 適合［生試験 の 結果 を付表 4 に 示す。

〔5）HFC と地 球温暖化問題

　（a ）地球 温 暖化 に対 す る影 響

付表 1HFG 系代替冷媒 の
一

般的 な特性

HFC 純 粋 冷媒 HFC 混合冷媒　　　　　　　　　　（参考）

R32R125R134aR143aR404A R407C R410A
　　　　　　　I

R507A 　　 R22R502

冷媒成分
一 一 一 一 R1251143a！l34aR32／125／134aR32 ／125R125 ／143a …

一 R22／115
冷媒 組 成 ［魏 ％ 】．

一 『 一 一 44／52／423 ／25／5250 ／50 50／50 …
一 48．8／51，2

混合形 態
＊ 1 一 一 一 一 擬 似共沸 非共沸 擬似共沸 共沸　　　　　　1

．一一
一

共沸

標準沸点 ［℃1
（101．325 桾 α）

一51．7 一48，1 一26，1 一47．2 一46．6 一43．8 一51．6 一47．1 一40．8　　 −45．3

臨 界 温 度 ［℃］　　　 ［78．166 ．2101 ，172 ．9
　　　　一一一
72．4 87．3 72．5 71．196 ．1　 　 82．2　　　　　．

大気中寿命 ［年］　　 i5，632 ．614 ．648 ．3 一 一 一 一 13．3　 　
−

　　　　　1

オゾ ン層破壊係数
鼬 0 0 0 0 0 0 0 o　　

IO

．0550 ．334
地球 温 暖化係数

＊ 36502800130038003260 1530 1730 3　　　　17005600
＊ 1 ：混合 成 分 問の 沸点の 温 度差 に よ り、共沸混合冷媒、擬 似 共 沸 混 合 冷 媒、非 共 沸 混 合 冷 媒 の 3種 類 に 分 類 され る。
　　 （ユ）共沸混合冷媒

　　　　　 気相 と液相 で 組 成 が変 化 しない もの で あ り、あた か も 単
一

冷媒 の よ うな挙動 を不 す。
　　 （2）擬似共沸混合冷媒

　　　　　 厳密に は 、共沸混 合 冷媒 で は ない が、気 相 と 液相 で 組 成 変化 が 少 な く共沸 混合 冷媒 に近 い 相変化挙動 を示す。
　　 （3）非共 沸混 合冷 媒

　　　　　 気 相 と液相 で 組 成 が 大 き く異 な る もの で あり、蒸発 ・凝 縮 を繰 り返 す 冷 凍 ・空 調 機 器 にお い て は そ の 取 り扱 い に

　　　　　 注意が必要 となる 。

＊ 2 ：1995年の IPCC （lntergovernmental　Panel　on 　Climate　Change） に よる CFC −11 を 1 と した値 。

＊ 3 ：1995年 の IPCC に よ る CO
，
を 1 と した値 。 （100年間の 積算値）
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　付図 1に 各冷媒 の 地球温暖化 に影響を与える割合を示す。

こ の 図 に おける値 は、1995年 の IPCC 〔Intergovernmental

Panel　on 　Climate　Change ）幸艮告 に よ る もの で 、大気 中 に 放

出され た単位重量の 当該物質が 地球温暖化 に与える 影響 を、

CO2 を 1 と した 相対値 （100 年間の 積算値）で 示 した もの

で あ る。一
般 に こ の 値 は GWP （Global　Warming 　Potential）

と呼 ば れ る 。

　付 図 1 か ら、オ ゾ ン 層 を破壊 す る CFC や HCFC 系冷媒

の 代替冷 媒 と して 開発 され た HFC も少 な か らず 地 球温 暖 化

に影響 を及 ぼす こ とが 分 か る 。 た だ し、 前述 した とお りこ

の 図 は 当該 物質が 大気 に放 出 した場 合 の 値 で あ る こ と に注

意 が 必 要 で あ る。

　冷 凍 機 器 に使用 さ れ る 冷 媒 は、通常 、密 閉系で 使 用 され

る た め 、機器 に異常が ない 限 り大気 に放 出され る こ と は殆

どな い 。ま た、温 暖化へ の 影響 は、冷凍機器 自体 を運転す

る た め の エ ネ ル ギ消費量 も 当然関係 して くる こ とか ら、温

暖化 に 対す る 評 価方 法 の
一・

つ と し て TEWI （Total

Equivalent　Warming 　Impact 総等f曲温暖化影響） とい う概

念 が 提案 され て い る 。TEWI は 、温 室効 果 ガ ス の 直接的 な

温暖化効果 とそ れ らの ガ ス を使用 した機器の 稼動時の エ ネ

ル ギー
消費 に よ り発生 す る CO ，の 問接的な温暖化効果の 和

に よ り、総合的 に 温 暖化影響 を 評価 す る も の で あ る 。

TEWI の 計算式 は以 下 の とお りで あ る 。

TEWI ≡直接 影 響 ＋ 間接 影 響

直接影響 ＝GWP × L × N ＋ GWP × M × （1一α ）

間接影響 ＝N × E × β

GWPLNM　1kg 当た りの CO2 基準 の 温 暖化係 数 （kg）

　機器 か らの 年問漏れ量 （kg／年〉

．機器 の 運 転年数 （年）

．機器 へ の 冷 媒 充 填 量 （kg）

付表 2 フ ル オ ロ カ
ーボ ン の 熱安定性及び 金属 に 対す る 影響

項　目
金 属腐食度 瞬グ伽 級吻 身　　　　　 1　　　　　　　　　　 外 観 1

SS400 cπ A ’ S8400 　 　　 　　 　　 C麗 A ’

R32 く 1 ＜ 1 く 1 変化 な し　　　 1変化 な し 変化 な し

R125 く 1 く 1 ＜ 1 変化な し 陵 花な し 変化 な し

R134a く 5 く 5 く 5 変化な し 変化な し 変化なし

R143a く 1 く 1 〈 1 変化なし 変化なし 変化な し

R404A ＜ 1 ＜ 1 く 1 変化 な し 変化 な し 変化な し

R407C く 1 く 1 く 1
　　　　　．
変 化 な し 変 化 な し 変 化な し

R410A ＜ 1 く 1 く 1 変化 な し 変化 な し　　　　変化な し

R507A く 1 く 1 く 1 変化 な し 変化 な し　　　 変化 な し

R22 く 5 く 5 く 5 変化 な し 変化 な し　　　　変 化な し

試験条件

　　試験容器　　 SひS316 製耐圧 容器　内容積 200　ml

　　冷 媒 封 入 量 　　100g
　　金 属　　　　 SS−400，　Cu，　Al （同時 共 存〉

　　温度 × 期間 　 175℃ × 14 日 間

付表 3HFC 系冷媒 に対す る各種冷凍機油の 特性 の 概略

油 の 種 類 　 　 　 　 1POE ＊ 1 PAG ＊ 2 PC ＊ 3　　　 PVE ＊

〜PPE ＊ 51 　　 鉱 油 AB 細

相溶性 ○ ○ ○ ○ × ×

化学安定性 ○ ○ ○ ○ ○ ○

加水分解安定性 △ ○ △ ○　　一一一L ○ ○

熱安定性 ○ ○　 ．． ○ ○ ○ ○

酸化安定性 ○ △ ○ △ ○ ○

潤滑性 ○ ○ ○ ○ ○ ○

電 気絶 縁 性 ○ △ ○

ざ
○ ○ ○

抗吸 湿 性 △ △ △ ○ ○

○　良い 、△ ：劣 る、× ：悪 い

　　
＊ 1 ：ポ リオ

ール エ ス テ ル

　　
＊ 2 ：ポ リアル キ レ ン グ リコ

ー
ル

　 　 ＊ 3 ：ポ リカーボ ネート

　 　
＊ 4 ：ポ リ ビニ ル エ

ー
テ ル

　 　
＊ 5 ：ポ リフ ェ ニ ル エ

ー
テ ル

　 　 ＊ 6 ：ア ル キ ル ベ ン ゼ ン
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付表 4 各種 エ ラ ス トマ
ー

に対す る冷媒及 び潤滑油 の適合性試験 の結果

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （重量変化率［％ 1／体積変化率［％］）

NBR 料 H −NBR ＊ 2　 EPDM ＊ 3CR 斜 PTFE ＊ 5　 ナ イ ロ ン 66

R404A 1／ 0 3／ 2 2／ 2 1／ 6 3／ 0 一1／ 0

R404A／POE 一4／ 7 5／ 4 一4／−6 0 ／−3 4／ 8 1／ 0
R407C 2／ 1 12／ 10 1／ 1 1／ 1 2／ 2 一1／−1

R407C ／POE 2／ 1 5 ／ 4 一8 ／−11 0／−2 2／ 3 一1／一ユ
HFCR410A

，B 一1／．1 9 ／ 9 2／ 1 0 ／ 4 2／ 5 一1／−1

R410A，　B ／POE 2／ 4 13／ 14 一8／−9 0 ／ 1 2／ 5 0 ／ 0

R507A 4／ 4 2 ／ 0 2／ 1 1／ 2 3／ 0 一1／ 0
R507A ／POE 0／ 1 0 ／−2 一8／−10 一1／−2 3 ／ 8 0／ 0

R22 59／ 63135 ／ 14014 ／ 17 5／ 6　 　 　 2／ 2 一1／ −6

R22／鉱 油 24／ 33 24／ 28 59／ 7024 ／ 42 3／ 3 2／ 1

参 考 R502 一2 ／ 23 4 ／ 11 一3／ 0 一2／ 14 4 ／ 1 1／ 0

R502 ／鉱油 7／ 16 20／ 1879 ／ 11817 ／ 41 4 ／ 8 1／ 0
R502 ／ア ル キ ル ベ ンゼ ン 2／−1　　　 15／ 12 41／ 66 7／ 12 4／ 7 1／ 0

試験条件 ：50℃ × 5 日聞、HFC 系冷媒 につ い て は、冷凍機油 と して POE （ポ リオー
ル エ ス テ ル、粘度 グ レ

ードVG32）を使用 。

　 　＊ 1 ：ア ク リ ロ ニ トリ ル ブ タ ジエ ン ゴ ム

　　
＊ 2 ：水素化 ア ク リ ロ ニ トリル ブ タ ジ エ ン ゴ ム

　　
＊ 3 ：エ チ レ ン プ ロ ピ レ ン ゴ ム （エ チ レ ン とプ ロ ピ レ ン の ゴ ム 状共重合体 を EPM とい い 、重合体 と側鎖 に 不飽和基 を

　　　　 持 たせ た もの を EPDM とい う。）

　 　＊ 4　：ク ロ ロ プ レ ン ゴ ム

　 　
＊ 5 ：ポ リテ トラ フ ル オ ロ エ チ レ ン

a 　　
・

機器廃棄時 の 冷媒回収率

E　　．機器 の 年 問エ ネル ギ 消 費量 （kWh ／年）

β　 1kWh の 発電 に要 す る CO
、
発生 量 （  〉

　 （b）地球温暖化 に 対す る 規制

　地 球温 暖化 に 対する 国 際的 な 規制 と し て は、1997 年 12

月 に 開催 さ れ た 気候 変動枠 組条約 第 3 回締 約 国会議

〔COP
，

：地球温暖化防 IE京都会議 ） に お い て 、京都議定書

が 採 択 され て い る。解説 2，1 （1＞で 述 べ た オ ゾ ン 層保護の

た め の モ ン トリオール 議 定 書 と地 球 温 暖 化 防 ILの た め 0）京

都 議 定 書 の 概 略 を付表 5に示 す。

　 オ ゾ ン層保護 に 関する規制 と地球温 暖化防止 に 関す る規制

とで その 内容 は大 きく異 な っ てい る。即 ち、オ ゾ ン 層破壊物

質 に代 わ る代 替 物 質 につ い て は、HFC 等が既 に 開発 され て

い る こ とか ら、少 しで もオ ゾ ン層 を破壊する 物質に つ い て は

生産全廃 とい う規制内容 となっ て お り、各物質毎 に 削減ス ケ

ジ ュ
ー

ル が 決 め ら れ て い る 。（解説 2．1 （1）の 表 1参照。）

　
一

方、温室効果 ガ ス の 代替物質 に 関 して 、CO2 、　 CH
，
、

N20 の 代替は不可能で あ り、冷媒 と して 使用 され る HFC に

つ い て も冷凍空 調機器全 般 に広 範囲に わ た り使用 可 能 な代

替 物 質は見 つ か っ て い な い 。従 っ て、規 制 内 容 は、物 質 自

体 の 全 廃 で は な く、物 質 自体 の 生 産 ・使 用 は認 め た上 で の
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　　付図 1 各冷媒 の 地球温暖化 に 影響を与 え る 割合
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付表 5 モ ン トリオー
ル 議定書 と京都議定書の 概略

オ ゾ ン層保護　　　 旨　　　　　　　　　　　 地 球 温 暖 化 防止

国 際 条 約
（1985．3）

ウ ィ
ー

ン条約　　　　　　　　　　　　　　　 気候変動枠組条約

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （1992，5）

規 制 の 設定
モ ン トリ オ

ー
ル 議定書

　　　（1987．9＞
京都議定書

（1997．12）

対
．

象
オ ゾ ン層破壊物質
（CFq 　HCFC 等 ）

　　　温室効果 ガ ス 6種
CO2 ，　CH4 ，　N20 ，　HFC ，　PFC

＊ ］，SF
δ

規制内容
　生 産 の 全 廃

（代替物質あり）

排 出 の 抑制

（代替物質なし）

ス ケ ジ ュ
ール

　　．一

各物質 につ い て、削減 ス ケ

ジ ュ
ール が 決 め られ て い る。

2008 年〜2012 年 の 年平均 の 規 制 対象 で あ る 6 ガ ス 全 体 の 排 llU量 が 、
先進国全 体で 、1990年の 基準年 に 比べ 5．2 ％

＊ 2
削減する。

（HFC ，　PFC ，　SF6は 1995年を基 準 とす る。）

具体 的 な方 法及び

緩和措 置 等
特 に な し

・先進国間で の 排出権取引き及 び 共同 実施 を認 め る。
・総 排 出量 か ら森林 等の 吸 収 分 を差 し引 く ネ ッ ト方式の 採川
・
排出量が 削減目標 を

．
ド回 っ た場合 は、その 差を次期以 降の 囗標期間

中の 割当量 に 加える こ とが で きる。（バ ン キ ン グ）

議定書 の 発 効 1989，1発 効 済 み

　　　　　　　　　　　　　 未発効

（発 効要件 ：55ヶ 国以 上 の 批 准 とそ れ らの 批准国の CO
，
排出量が、

全 締約国の そ れ の 55 ％以 上 。 ）

＊ 1　 ・Per且uoro 　Carbon （フ ル オ ロ カ
ー

ボ ン の うち、全 て の 水 素原 子 が フ ッ 素 に置 き換 え られ た もの ）
＊ 2　　 各国で削減 目標の 割 り振 りが 決め られ て い る 。 1．i本 は 6 ％ 減、米国は 7 ％減、　 EU は 8 ％ 減 とな っ て い る 。

排 出抑制 と い うこ と に な っ て い るロ

　 こ の よ うな規制の ド、冷媒の 排出 を抑制す る ため に、冷

媒の 製造工 程、出荷時の 充填工 程等における漏洩防止対策、

廃棄 さ れ た 冷凍空調 機器 か ら の 冷媒の 回 収 ・再 利 用 ・破壊

及 び冷媒充填量の 削減技術等の 検討 ・開発がなされ て い る 。
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32．鋼船規則 D 編並び に同検査要領 D 編 、 N 編及び S 編 にお ける改正 点の解説

　　　　　　　　　　　　　　 （イナ ー トガ ス装置関連）

1．は じめに

　2002年 2 月 20 凵付規則第 3号 及 び達第 2 号（目本籍船舶

用）並び に 2001年 4 月 10 日付 Rule　No ．4 及 び Notice　No．14

（外国籍船舶用）に よ り、鋼船規則 D 編並 びに 同検査要領 D 編、

N 編及び S 編の イナ
ートガス 装置関連に 関する 規定 の

・
部が

改止 され た 。 以 下 に、改 iEされ た検査 要領 に つ い て 解説す る。

2．改正 の 背景

1981年 の SOLAS 改 正 に お い て II−2章第 60及 び 第 62規

則 に よ り、20，000Dwr 以 トの タ ン カー又 は原 油 洗 浄 装 置 を

持 つ タ ン カ
ー

の 貨物 タ ン ク の 保 護 を 目的 と して 固 定 式 イ

ナ
ー

ト ガ ス 装 置の 設 置及 び性能要 件が 規定 さ れ 、本会に お

い て も、鋼船規則 R 編及 び D 編 に 当該装置の 要件が 規定 さ

れ て い る。こ れ らの 規定 に お い て、イナ
ートガス 供給源 は、

船内の ボ イ ラ 又は 専用 の 燃 焼排 ガ ス 発 生 装置 （以 ド、そ れ

ぞ れ 「IGS」、「IGG」 とい う。）が想 定 され て い る 。

　近年、中空繊 維、半透過性 膜 泊 又 は吸 着性 材 料 注 2 の 束に

圧 縮 空 気 を通 過 させ て、大気 か ら酸 素 を分離 し、高 濃 度 の 窒

素を生 成す る窒素発生 装 置 （以 卜
．
、「N2」とい う。）を イナ

ー

Ii　1　　 「中空繊 維、半透 過 性 膜」：中空の化学 繊 維等。気体 の 膜透過性速度の 違い に よ り、空気を高濃度窒素ガ ス と高濃度酸素ガ ス とに分離する。
Ii2　 　 「吸着 IWt料 1：特殊tfi性 炭等 。

ガ ス 分 ∫径の 違い によ り、空 気 中の 酸素 を選 択 的 に 吸着性材料の 細孔 に吸着 させ、高濃度窒 素ガ ス を取出 す。
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